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はじめに

○ 2021年度より、9エリアによる15分間隔での調整力の広域的運用を開始してから約1年となる。東西の調整

力の受給は主に2021年度に新設した飛騨信濃FCを介して実施しているが、この飛騨信濃FCの調相設備

が高頻度で開閉※していることが判明した。

○ 飛騨信濃FCの停止を回避するための恒久対策は広域機関とともに検討中であるが、その実現には相当の

期間を要する。よって広域機関より、昨今の需給ひっ迫等の状況を踏まえ、より早期に実現可能な対策の

検討を依頼された。

○ 過去の本委員会での整理も踏まえ、早期に実現可能な対策は「飛騨信濃FCに潮流制約（段差制約）を

設定」であり、本日はその概要を説明する。

○ なお、段差制約を設けるには広域需給調整システム（KJC）や各社中給システムの改修が必要であり、

最短の実現時期は2024年度になる見込み。

※調相設備の開閉器は、動作回数に応じた点検手入れが必要であり、点検に伴う同FCの
停止が頻発することへの対策が必要
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FCの潮流と調相設備の開閉

○ FCに潮流が流れると、潮流量に応じた電圧低下が生じるため、これを調相設備で補償する。電圧を一定に

維持するために、FC潮流がある閾値を超える毎に調相投入量を変更している。

○ 広域需給調整により、連系線の潮流は15分間隔で変化する。飛騨信濃FCは唯一、15分間隔で運用する

FC※であり、潮流変化頻度が多い。これにより調相設備の開閉も高頻度化している。

【FC潮流量に応じて調相投入量を変更（イメージ）】【FC潮流量に応じた電圧低下（イメージ）】

潮流（電流）が大きい程、電圧低下幅
も増大（オームの法則）

電圧

潮流

※他FCは30分単位の潮流変化。各FCの運用制約は9スライド参照
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段差制約の概要：FC潮流制約の付与

○ 3スライドの閾値を極力超えない範囲でFCの潮流制御を行うことが開閉回数の抑制に効果的である。これによ

り開閉器の点検周期を延長することができ、FC本体の定検周期（3年）に合わせることが可能で、毎年40

日間程度のFC停止を回避できる。

○ このため、基準となる連系線目標値に対して、飛騨信濃FCの調相開閉が不要な範囲で潮流制約（段差制

約）を付与し、その制約内で調整量αを演算する新たな仕組みを構築する。

○ なお、卸電力市場取引に影響を与えないように30分単位で運用制約を講じることとし、毎時00分、30分は

段差制約の対象外とする。

FCの潮流制約（段差制約）なし

調相開閉回数：14回 調相開閉回数：2回

FCの潮流制約（段差制約）あり

この範囲内で潮流制御

基準となる連系線目標値
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＜参考＞FCの利用方法の違いによる影響額の試算（2021年度実績ベース）

○ 一定の条件下で影響額を試算した結果は下表の通り。

広域運用中止 段差制約あり 段差制約なし

約138～177億円※1/年 約33～34億円※3/年

【FCの利用方法の違いによる影響額】

＜留意事項＞
各影響額については、2021年度の約定実績や過去の点検実績等を踏まえ、一定の条件下で簡易的に試算したものである点に留意

α：広域調達の制限有無による影響額

※1 広域調達・運用の影響額

※3 片極停止40日/年による広域調達・運用の影響額＋当該期間のJEPX取引の影響額＋点検コストの増額分

約8～12億円※2＋α/年

※2 広域運用の影響額
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段差制約の概要：広域予備率低下時の対応

○ 2024年度からは広域予備率運用に必要な融通をKJCが担うことになるが、段差制約を設けるとこの融通が行

えない場合がある。

○ しかし、本件は飛騨信濃FCの調相開閉回数の抑制により点検周期を長期化できればよく、需給ひっ迫時など

一時的に高頻度で開閉されることは問題ない。

○ したがっていずれかの広域ブロックで広域予備率が閾値※を下回った場合はFC潮流制約を解除することとし、

これにより安定供給面に影響を及ぼすことなく運用が可能。

平常時
広域予備率
低下時

中部 東京

広域予備率 9% 広域予備率 12%

両者の広域予備率が閾値※以上なら
需給ひっ迫融通の必要なし

いずれかの広域予備率が閾値以
下の場合、制約を解除する

※便宜上8%と仮置き（運用者で設定）

時間5分

毎00分、30分には制約不要

30分

FC潮流

時間5分0分 30分

FC潮流
段差制約 段差制約解除

中部 東京

広域予備率 7% 広域予備率 12%

制約あり
制約なし
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段差制約設定時の広域調達・運用への影響

○ 段差制約によりFCの広域運用に制限をかけることで、広域調達した調整力が調達エリアに届かない懸念がある

ものの、KJCは従来より余力活用電源も含めて運用していることから、広域予備率が高いケース（平常時）で

は、需給調整に支障はない。

○ また、6スライドの通り、制約以内の融通量で広域予備率が低下する場合は、段差制約を解除するため、最終

的に広域調達した調整力は全量送電可能。

○ このため、FCを介した調整力の広域調達に制限をかけなくても運用は可能と考えられる。

○ 但し、段差制約の有無によりFC潮流に差が生じることから、インバランス料金への影響は少なからず発生する点

に留意が必要。

○ なお、広域調達の制限の有無によって、システム改修内容は変わらない。

平常時
（段差制約あり）

広域予備率低下時
（段差制約なし）

広域予備率 12% 広域予備率 12%

制約ありでも広域予備率が高ければ需給
調整に支障なし

いずれかの広域予備率が閾値を下回る場合、
制約を解除するため従来の広域運用が可能

制約あり

中部

G G

余力：大

余力

東京

G G

余力

広域予備率 7% 広域予備率 12%

制約なし

中部

G G

余力

東京

G G

余力

FC潮流が制約なしの場合と異なるためインバランス料金に影響

FC潮流：小 FC潮流：大余力：小
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まとめ

○ 今回、飛騨信濃FCの停止を回避するため、早期に実現可能な暫定対策を検討。

○ その結果、KJCにおいて、飛騨信濃FCに潮流制約（段差制約）を設定することで対応可能と考えられる。こ

の対応の最短の実現時期は2024年度になる見込み。

○ また、KJCによる段差制約を設けた場合の調整力の広域調達・運用について検討した結果は以下のとおり。

➢ 段差制約を設定するとFCを介した調整力の広域運用に制限がかかるが、広域予備率低下時には制

約を解除するため、広域予備率運用に支障はない。

➢ 段差制約以内の融通で広域予備率が低下する場合はこの制約を解除することとすれば、調整力の広

域調達に制限をかけなくても運用は可能。

➢ 広域調達の制限の有無によって、システム改修内容は変わらない。
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＜参考＞過去の需給調整市場検討小委員会における整理

○ 第9回需給調整市場小委においては、飛騨信濃FCは、調相設備の開閉頻度が極力増加しない

潮流変化（段差制約）内で運用することが、制約事項として記載されている。

第9回需給調整市場検討小委員会（2019.3.5）資料6より抜粋


